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被災者本位の一日も早い復旧・復興を №41 (2019/12/16）

〈発行〉東日本大震災津波救援・復興岩手県民会議

◇岩手から1万筆を
災害被災者支援と災害対

策改善を求める全国連絡会

（全国災対連）は被災者生

活再建支援法の改善を求め

る国会請願署名（新署名）

の取り組みを始めます。

この署名は、次の通常国

会の終盤となる2020年5月1

3日の国会行動で提出され

る予定です。岩手の目標は

1万筆です。上部団体から

別途の要請が来る組織もあ

るかと思いますが最終集約

は全国災対連となりますの

で中央に全部送らず復興岩

手県民会議にも回して下さ

るよう調整をお願いしま

す。◇支援金を500

万円に◇半壊や一部損壊、全壊10世帯未満も支援対象に◇国の負担割合を引き上げて
今の被災者生活再建支援法による支援金は、全壊でも最大で300万円までで、これだけでは自力再建できませ

ん。2007年度の一部改正時に4年後の「見直し」が付帯決議されましたが実行されていません。東日本大震災以

後も毎年のように大地震や台風･豪雨災害が相次いでおり、支援金の引き上げは待ったなしです。

適用される自治体は、１市町村で10世帯以上の全壊被害があること、支援対象は全壊又は大規模半壊のみ、

など厳しい制限があります。また、財源は、全都道府県と国とが折半して基金を作っており、ここ数年、大規

模災害が続いていることから基金が枯渇しており都道府県の拠出金の増大は、地方財政に大きな影響を与えて

います。また、岩手のように国の支援対象外の被災者に支援をしている県は少なく、復興にも格差が生まれて

います。岩手県議会では、19年3月議会において、復興県民会議が提出した「被災者支援制度の抜本的な拡充を

求める請願」が採択され、支援金の増額、支援対象の拡大、国の負担増を求める意見書も採択されています。

ぜひ、復旧･復興は国民の権利であり国の義務であることを引き続き追求していきましょう。

新署名（署名欄）新署名(ビラ面)



災害対策全国交流集会2019in神戸に全国から220人（岩手から11人）
11月24日、25日の両日、兵庫県神戸市のチサンホテル神戸において

災害対策全国交流集会2019in神戸が開催され、全国各地から220人が

参加しました。岩手からは、陸前高田市議3人、大船渡市議1人、いわ

て生協労組3人、いわて労連2人、岩手医労連、県生協連など総勢11人

が参加しました。（岩手出身の全農協労連の舘野書記長も参加）

記念講演は塩崎賢明先生

初日の記念講演では、塩崎賢明神戸大学名誉教授が「今日における

災害復興の課題と展望～創造的復興論を超えて」と題して、阪神淡路

大震災や東日本大震災の復興が大型公共事業優先だったことと比較し

て、被災前の個人の生活水準を維持しようと努力しているイタリアの

仮設住宅などわかりやすくお話ししました。

特別報告では、阪神･淡路大震災救援･復興兵庫県民会議の畦部和隆

代表委員が、25年前の発災時、自治体職員として奮闘した経験やその

後、長く苦しいたたかいにより、国の「個人財産には保障しない」と

してきた壁に風穴を開け、今日まで運動が繋がっていると訴えました。

この後、各分科会からの問題提起では第1分科会「被災者本位の復興

と支援を考える」について岩手の金野復興県民会議事務局長が復興政

策の基本的な視点の問題や今日の到達点を学ぼうと呼びかけました。第2分科会は「応急避難と生活･住まいの

再建」、第3分科会は「福島原発事故と原発再稼働を考える」、第4分科会は「頻発する地震・津波にどう備える

か」、第5分科会は「豪雨にどう備えるか」のテーマで問題提起が行われました。

岩手の参加者も奮闘

翌日の第１分科会では、いわて生協労組の高橋基委員長が全日本民医連の入江事務局次長と司会を担当しま

した。また、陸前高田市の伊勢市議が「災害後の支援制度、バトンをみんなでつなごう」と題して、住まいの

自力再建や生業の再生のために色々な独自政策を市職員と議員で知恵を出し合い、できあがった制度をチラシ

にして被災住民に知らせるために青年ボランティアが活躍したことなどを報告しました。参加者から「なぜ岩

手は10年間も医療費免除を継続できるのか」との質問が出され、復興の政策の基本に憲法13条や25条が位置づ

けられていること、保険医協会が毎年被災者アンケートを実施し、「医療費免除は助かっている。命綱です。

ぜひ続けてほしい」という被災者の切実な声を県政に届けていること、野党共闘（県議会では達増県政与党）

が効果を発揮して私たちの請願を毎年採択していること等を説明しました。そのほか、兵庫民商県連事務局長

の那須さんから阪神・淡路大震災時の中小業者の営業再開のために奮闘したこと、神戸市議の森本さんから被

災者生活再建支援法を成立させたたたかいの経過について報告がありました。

岩手の参加者の感想文から

〇被災者の権利や復興の理念など政治が原点にあると痛感した。〇支援制度の地域間格差をどう埋めるのかが

課題だ。〇災対連を中心にして市民・被災者の声で政治を変えて制度を良くすることが必要。〇避難所は、体

育館での雑魚寝で冷たいおにぎりが当たり前だと思っていたが我慢せず人権の尊重を求めて要求しないといけ

ない。〇防災の意識が「目から鱗」の思いだ。トップダウンでなく住民参加で防災に取り組む視点は民主主義

そのものだ。犠牲者ゼロをめざすことが当然だと再認識した。〇災害時の体制は、やはり女性参画で成り立つ

と思う。その実践が学べて良かった。〇健康な住民だけでなく弱者に寄り添った思いやりが大切だ。

主催者あいさつする全労連小田川義和議長


